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ＩＣＴサービス安心・安全研究会 
消費者保護ルールの見直し・充実に関するＷＧ（第７回） 議事要旨 

平成２６年６月３０日 
 
１ 日時 平成２６年６月３０日（月）１５:３０～１７:３０ 
２ 場所 総務省８階 総務省第１特別会議室 
３ 出席者（敬称略） 

○構成員 
新美構成員（主査）、平野構成員（主査代理）、相田構成員、北構成員、木村構成員、

近藤構成員、齋藤構成員、関口構成員、長田構成員、原田構成員、舟田構成員、明神

構成員、森構成員 
（欠席：宍戸構成員、若林構成員） 

○オブザーバー 
永谷オブザーバー（一般社団法人電気通信事業協会）、丸橋オブザーバー（一般社団法

人テレコムサービス協会）、木村オブザーバー（一般社団法人日本インターネットプロ

バイダー協会）、山本オブザーバー（一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟） 
○総務省 
安藤総合通信基盤局電気通信事業部長、菊池総合通信基盤局総務課長、吉田事業政策

課長、竹村料金サービス課長、片桐料金サービス課企画官、芦田料金サービス課課長

補佐、植松料金サービス課課長補佐、河内データ通信課長、玉田消費者行政課長、松

井電気通信利用者情報政策室長、藤波消費者行政課企画官、松井電気通信利用者情報

政策室長、関原消費者行政課専門職、八代消費者行政課課長補佐 
 
４ 議事 
（１） 開会 
（２） 議題 
・中間取りまとめ（案）について 
（３） 閉会 
 
５ 議事要旨 
（１） 開会 
（２） 議題 
①事務局による説明 
・事務局より中間取りまとめ（案）について説明。 
 
（平野主査代理）  
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・３５ページの最後の段落について、多様なプランを作ることは賛成。ただ、また複雑な

プランになると利用者の利益に反すると。私が経験したのは、アメリカにいた時に、電

気を使うと請求書の金額と一緒に、「あなたこのぐらい電気使ってますね」「去年と比べ

るとこうですね」「こういうふうにするともう少し抑えられますね」などお節介と言える

ぐらい書いてあり、このようなやり方も１つの手ではないかと思慮。詳細は今後検討す

ることが適当だと思いますが、参考意見として申し上げたい。 
（木村構成員）  
・モバイルプランの料金体制システムについて、事業者からのサービスメールと一緒に通

知が来るので、鬱陶しくて受け取らないという方が多いと思う。そういう方にも届くよ

うにやはり積極的な、必要なものはきちんと届けるという姿勢にしていただきたい。 
・音声通話について、最近、３携帯電話事業者から「かけ放題プラン」が出たが、これが

横並びの値段であり、その辺の書きぶりのところで、何か入れていただくとありがたい。 
・ＡＤＲなどの第三者機関の件について、通信サービスの特性として例えば光ファイバー

とプロバイダというように１つの契約と消費者が思っていても、複数事業者と契約して

いる場合がある。そういった場合にやはり消費者の方がたらい回しにならないように、

是非とも第三者機関が機能しているような方向性があるとよい。 
（原田構成員） 
・現在は、端末と通信役務の問題どちらも携帯電話会社の方で答えられていると思うが、

ＳＩＭロックが解除されると、端末の問題は端末製造業者が担当するということになる

と思われる。ただそうは言っても、消費者からＡＤＲに寄せられる相談には端末問題が

どうしても入ってきてしまうだろう。ＡＤＲではいわば、前捌き的な振分け要素も必要

と思うので、そういったものにも対応できるような形で制度が作られるように希望した

い。 
（長田構成員） 
・第三者機関について、これから新たに検討していく論点が出てくると思う。その前に、

是非、事業者団体にやっていただきたいと思っていることが、各事業者団体で相談窓口

をまず作ってみませんかということ。日本ＣＡＴＶ連盟が既にやっているが、その取組

みで業界が非常に変わったと思う。各個社への働きかけも、それから各センターとの関

係も努力をしているという好事例がある。業界としてきちんと認識すれば、第三者機関

が必要であるか、どのように作るべきかといったところに理解が進むのではないかと思

う。ほかの３団体は、是非取り組んでいただきたい。 
（齋藤構成員） 
・９ページ取消の背景について、取消事由としては「不実告知」と、「事実不告知」という

表記をされているが、通常は「事実不告知」は「不利益事実の不告知」というふうに表

記をする方が一般的ではないか。消費者契約法にも関連するから、そのように記述を修

正願いたい。 
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・動機に係る事項の不実告知を禁止し、取消の対象とすると単に記述しているが、特商法

では、重要事項に係る事実の不告知を禁止し、取消の対象としているが、不実告知につ

いては重要事項に加え、動機に係る事項も対象として禁止、取り消しの対象としている

などを記述し、それとの比較で電気通信事業法でも不実告知については重要事項に加え、

動機に係る事項も対象として禁止、取り消しの対象とするように論じていただいた方よ

いのではないか。 
・１３ページと１８ページの、クーリングオフなどの適用対象をどう考えるかについて、

まず１８ページでは法人「等」が入っていますので、必ずしも法人格で適用する対象あ

るいは除外を切り分けるというふうに、固まった考え方として法人格をメルクマールに

するということじゃないということはわかる。１３ページも含めて考えると、いわゆる

消費者保護規定といわれているものの適用対象とする又は適用対象から除外をするとい

う場合の除外の仕方、それから文言の使い方も含めて、他の特定商取引法や消費者契約

法に例があるので、他法令や電気通信事業法の特性も踏まえて、条文の書きぶりを決め

ていただいた方がいいのではないかと思う。例えば、消費者契約法は事業者あるいは消

費者という概念で切り分けており、特商法あるいは割賦販売法は営業として、もしくは

営業のためにという、営業性をもって切り分けているということになる。それからヨー

ロッパの議論で、やはり事業性あるいは営業性というものでこういう消費者保護の規定

の判断枠組、メルクマールにするという考え方が最近特に強くなってきているという理

解をしている。 
・そう考えると、１８ページの対象のところも、考え方が２つあって、適用対象を積極的

に定義するというやり方と、それから適用除外を定義するというやり方がある。また、

適用対象を積極的に定義する場合、法人で切るのか、営業として又は営業のためで切る

のか、あるいはもうちょっと広く事業性で切るのか、あるいはせっかく電気通信事業法

２６条に文言があるので、国民の日常生活に利用される云々という形で切るのか、特に

電気通信事業法は利用者という概念で適用主体の切り分けを基本的な考え方として既に

１条の条文の中にあるので、この辺との整合性を持って、なおかつ他法令、特に消費者

保護法的な既定の適用対象の限定、あるいは除外を決めるというものとの比較において

検討していただくというようなことが分かるような記述を追加願いたい。 
・２０ページの注の３３について、構成員から強い指摘がされている、と書かれているが、

どういった強い指摘かわからないので、例えば「妥当性がないのではないかとの強い指

摘がされている」というように書いていただかないと意味がわからないので、その辺は

明確にしていただきたい。 
（事務局）  
・基本的には、ご指摘のとおり修正させていただく。 
（新美主査）  
・齋藤構成員に確認しておきたいのは、取消のところでは責めに帰すべき事由、一定の行
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為によるっていうのが全部入っていますが、現在の解釈はそれでよろしいか。 
（齋藤構成員） 
・まず消費者契約法はいわゆる過失による不実告知も取消しの対象になるというのが通説

だったというふうに理解して、もし間違っていたら指摘頂きたい。 
（新美主査）  
・そうすると責めに帰すべき事由という表現でよろしいか。 
（齋藤構成員）  
・不実を告げること自体が、客観的にいわゆる取引の公正という面から見て、やはり事業

者として不適切な行為というふうに初めから法が評価してると考えれば、過失の場合で

も、それ自体が責めに帰すべき事由があるんだというふうに見ることもできるが、この

言葉が、もしいわゆる故意とか帰責事由、いわゆる債務不履行的な意味での帰責事由み

たいなものを指したんだというふうに読んでしまうと、ちょっと狭くなりすぎるため、

その辺も場合によったら言葉遣いなんかも配慮が必要かもしれない。 
（新美主査）  
・民法における帰責事由と全く同じ表現をしてもよいのか、その辺は考えていきたいとい

うことで確認しておいたもの。書きぶりについては考えたい。 
・また、責めに帰すべき事由には「め」という送り仮名を入れるのが現代的。 
・対象の限定又は除外については、齋藤構成員の意見を活かせたらと思うが、これは他の

消費者契約法と違い、電気通信事業の場合は電話を使うとか使わないというのは、者に

よって必ずしも切り分けられない。事務局が法人等としたのはそれなりに悩んだのかな

という気もしますので、これは今後の検討課題、まさに立案、具体化する時の検討課題

ということで、宿題として受け止めるという扱いでよいか。 
（齋藤構成員）  
・承知した。 
（北構成員）  
・まず全体を通して、電気通信事業者が主語になり、こういうことをやりなさいというこ

とがたくさん書かれているが、これからＭＶＮＯあるいはＮＴＴの光サービス卸を使っ

たＦＶＮＯというような方たちがたくさん市場に参入してくる。特に電気通信事業者だ

けではなく、流通業者とか、他レイヤーの事業者、あるいは海外のプレイヤーが通信事

業者として参入してくる。こういった方々も立派な電気通信事業者となるので、研究会

の提言で書かれていることは全て同じように守っていただくということを明確に記述し

た方がいいのではないかと思う。例えば適合性原則であったり、書面による交付であっ

たりと、ここに書かれていることは全て守っていただくということを、参入される方に

もちゃんと意識してもらいたいし、守っていただくということが分かる記述を追加願い

たい。 
・書面による交付について、例えばドコモのｄアニメとか、ｄキッズとか、ドコモが作っ
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ているアプリケーションを代理店に販売させているものに関しては、代理店に対してし

っかり書面で交付してくださいよという指導もしやすいと思うが、代理店が独自で引っ

張ってきているアプリケーション、いわゆるアフィリエイトについては、３０個契約し

てくれたら幾ら値引きますよなど、そういうものがたくさんあって、恐らくキャリアは

ノータッチ。また、ａｕショップやドコモショップ、ソフトバンクショップではない、

一般併売店あるいは量販店など、独自のアフィリエイトのコンテンツがたくさん付いて

くるところについても、しっかりと書面による交付を徹底すべきと考える。そういった

ことも含めて一覧性を持って伝えるということを徹底すべき。 
・２０ページにあるオプション契約についてだが、ＫＤＤＩから提案があった例えば３０

日無料期間というアプリに関してデフォルトで解約になるという仕組みを、一体どうや

って実現するのか。お客様へのメールによる告知とか、アプリケーション自体にポップ

アップか何かの機能を付けて、もうすぐ３０日になりますよということを告知するよう

なことを本当にできるのかどうか。キャリア独自の、例えばａｕであればスマートパス

みたいなものはキャリアが徹底して周知することはできるかもしれないが、代理店独自

のアフィリエイトコンテンツに関して、果たして誰が、どうやってプッシュでお客様に

告知していくのかということの実効性の確保が問題。 
・ただ、基本的には、しっかりと１つ１つのアプリケーションについて告知をする、アク

ションがあって初めて継続契約という形にするということ自体は賛成。いかに実効性を

持った仕組みを実現していくかということを検討する必要があると思う。 
・１８ページ冒頭に、法人等は技術的知識や習熟性が高いと考えられることから、となっ

ているが、日本の企業は中小企業や自営業が全体の多くを占めている。中小企業は一般

消費者とかなり近い販売を受けており、恐らく似たようなトラブルが起きているのでは

ないかと思う。ＰＩＯ－ＮＥＴのデータには法人データが入っているのか。本当に小さ

な会社は一般家庭とほとんど変わらないような取引が行われているので、ここについて

今回どのように扱うのかということは少し留意した方がいいと思う。 
（新美主査）  
・北構成員の指摘したＭＶＮＯやＦＶＮＯ、新規参入してくるものが電気通信事業者とし

て把握されるっていうのは、我々は当然の前提として考えていたが、どこかに明記する

ということは考えられるか。 
（事務局）  
・記載させていただきたい。ご指摘のとおり、ＦＶＮＯやＭＶＮＯであっても電気通信事

業者としての登録又は届出が必要となり、その後は、電気通信事業者として義務主体と

なる。 
（森構成員）  
・法人等の取扱いに関して、形式論としては電気通信事業法第２６条の提供条件説明義務

の対象除外は、電気通信事業者のみが除かれている。皆さんが電気通信サービスのこと
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をわかっているわけではないだろう、それは法人でも一部当てはまるかもしれないので、

２６条の解釈の関係でも検討いただくべきものなのかもしれない。 
・また、適合性の原則を踏まえて、電気通信事業法の消費者保護ルールに関するガイドラ

インの改正の必要もあるのではないか。具体的には、これまでの提供条件の説明義務の

解釈として、必ずしも個々人の理解を問題としていなかったように思えるが、適合性の

原則を踏まえた説明義務では、個々人の理解も考慮する旨を踏まえるということになる

のではないか。ガイドラインは各相談窓口でもこれを使っており、かつ、今回ここで提

案された考え方がガイドラインよりもかなり踏み込んでいる部分があると思いますので、

それを改定した方がよいのではないか。 
（明神構成員）  
・適合性の原則について、ここには利用者の知識、経験、契約、目的等に配慮した説明と

いうところで、今でも事業者はこの辺を考慮しながら説明している。ただ、細かいこと

について、実行する上でのガイドラインが必要であると思う。  
・クーリングオフについては、訪問販売と電話勧誘と店頭販売が議論になっているが、通

信販売というのも結構されているところであり、これは自主的に買いに行くということ

がありますので、どうもクーリングオフには馴染まないのではないか。 
・ＡＤＲについて、これは報告書の中では事業者団体と有識者を集めて会合するというこ

とですが、ＩＣＴ自体はいろんなサービスが重なって提供しているということがありま

すので、それ以外にコンテンツの事業者など、関係者を集めて検討していただきたいと

思う。 
（事務局）  
・ＡＤＲについては、今後事業者団体やＡＤＲの専門的知見を有する者を新たに交えて、

検討するということになろうかと思うが、その電気通信事業者だけでは解決できないと

ころといったところもあると指摘もございますので、そこら辺も含めて検討していきた

いと思う。 
・また、クーリングオフについては、電気通信役務の複雑性や使ってみなければ分からな

いという特性を踏まえて議論いただいている。購入に関して自主的に来るといった面は

通信販売も店頭販売でも同様のものであり、もし店頭販売にクーリングオフを入れると

いうことであれば、電気通信役務自体には差異がないため、通信販売も同じような取扱

いになるのではないかと思う。 
（明神構成員）  
・通信販売だと能動的に買いに行くのであって、店員がいて勧めるということは多分ない

と思う。 
（舟田構成員）  
・販売奨励金等で、ここは冒頭モバイル通信市場とあって、固定通信のことがあまり書か

れていない。今後ＮＴＴ東西のサービス卸が実現した場合に、事業者はＮＴＴサービス
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とその他のサービス、例えば移動、それをセットにして売る。そうなると余計販売奨励

金の原資が増えるので、余計キャッシュバックなり様々なことが行われる可能性がある

という気がする。 
・３１ページの上から２段目のところ、最後のところで、現行直接規制することは必ずし

も適当でないので、この文章はこれで結構。しかし、３１ページ下から４行目ですが、

やはり何らかの対応が私は今でも必要なのではないかという気がしている。問題の源は、

言うまでもなくキャッシュバックの原資があるから問題になるわけで、その原資はどこ

から来るかと言うと、やはり期間拘束しているから、その顧客から後で取れるだろうと

いうことがあると思う。 
・そこで３３ページの一番上のところに３行書いてあることで、期間拘束、自動更新付契

約等が問題である。これ以上は私も踏み込まないということで中間取りまとめの原案と

してはこの程度かなと思いますけども、やはり問題は残っていると思う。もちろん期間

拘束ということが１つのビジネスモデルとしてはあり得るが、他方でやはり過度に利用

者を強度に囲い込むという、その点から販売奨励金の原資が出てくるわけで、これをど

うするかっていう話非常に大きな問題だと考える。 
・ＳＩＭロック解除について、３３ページの下から２段目のところは、ＳＩＭフリーにす

るか、一定期間経過後は解除すべきだということについて、最初の契約の時に一定期間

後ＳＩＭロック解除にしますという契約を選びますかという選択をもし許すとすると、

従来型の方へ流れることになるので、これは原則、最初から解除すべきだというふうに

私は言いたい。 
（事務局）  
・ＳＩＭロックの部分についてお答えさせていただきますけれども、一応ここでの趣旨と

しては基本的には最初に選択できるかどうかという趣旨ではなくて、最初にＳＩＭロッ

クの端末を買ったとしてもその後解除できるようにすべきという趣旨である。 
・この会合では主にモバイルサービスが念頭に置かれていたと思いますので、今後固定と

移動の融合っていうのは当然進んでまいりますので、その点にも配慮するような書きぶ

りを考えてまいりたい。 
（近藤構成員）  
・事業者には色々厳しいところもあろうと思いますけれども、やっぱりお客様あっての商

売だと思いますので、是非ご協力いただいて、わかりやすい料金体系で皆が長く使える

サービスにしていただきたいと思う。 
（関口構成員）  
・３２ページのところで構成員の意見を集約するという形で、最後のところでｉＰｈｏｎ

ｅのＳＩＭロック解除をすべきであるという意見が載っている。今後こういうＯＴＴた

ちがどういう形で規制当局との関係を構築していくというのを考えた時に、ＭＮＯに何

かを要請した時に、ＯＴＴの関係で言うと、ＭＮＯは非常に弱い立場であるため、どこ
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までそういったことの実効性担保できるかと思う。実効性という点で例えばｉＰｈｏｎ

ｅにこうやってほしいという要請が、キャリアからはまずできないというぐらい交渉力

が下がっているので、規制当局がこういうことで間接的な要請をした時に、それに応じ

てくれるんだろうかと言うと、クエスチョンが付く。その意味で、このような構成員の

指摘が文書になっていった時に、他に対する要請は随分実現可能性が高いが、アップル

等については、今後どういう形での対応をするかは別途検討が進められるべきだなと思

う。 
（新美主査）  
・この点については、今後どうするかという議論ですけれども、場合によっては業務命令

の対象にはなるということは視野には入れているということか。 
（舟田構成員）  
・ルールとして決めればそれは日本のルール作ろうとするわけですから、単に契約でこう

した方が望ましいというのでは、今関口構成員がおっしゃったようになる可能性が高い。 
（新美主査）  
・これは舟田構成員がおっしゃったところで議論が推移してきて、それを前提に書かれて

いるということだと思う。 
・中間取りまとめについて意見をいただいたが、具体的な点を考えますと、幾つかの点で

修正すべき点はございますけれども、骨格まで変わるというようなご指摘はなかったよ

うに思う。今日指摘いただいた点を踏まえて、書きぶり等を修正するが、それにつきま

しては、最終的な内容につきましては主査に一任いただければと、承知いただければと

思う。その上で親会であるＩＣＴサービス安心・安全研究会へ報告させていただきたい

と思う。 
以上 
 


